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１ はじめに 

本計画は内閣府（原子力防災担当）及び原子力規制庁が策定した「原子力災害時における

避難退域時検査及び簡易除染マニュアル」と「避難退域時検査等における資機材の展開・運

用の手引き」を基に、北海道地域防災計画（原子力防災計画編）の実効性を高めるため策定

したものである。なお、関係法令や国が策定したマニュアルの改正、北海道原子力防災訓練

の結果などを踏まえ、適宜、必要に応じて内容を見直すものとする。 

 

この計画に定めのない事項に関しては、「原子力災害時における避難退域時検査及び簡易

除染マニュアル」や「避難退域時検査等における資機材の展開・運用の手引き」のほか、原

子力災害合同対策協議会の指示に従い、適宜、対応するものとする。 

 

２ 避難退域時検査及び簡易除染の基本的な考え方 

（１）基本的な考え方 

原子力災害が発生し、全面緊急事態に至った場合には、住民等への被ばくの影響を回避す

る観点から、緊急事態区分に基づく施設の状況の判断により、避難や屋内退避等の予防的防

護措置を講ずることとされている。 

その後、放射性物質が放出された場合には、空間放射線量率の基準値に基づき、避難や一

時移転の対象となった住民等に対しては、放射性物質による表面汚染の程度を把握し、除染

を実施すべき基準以下であるか否かを確認する検査（避難退域時検査）を実施し、除染を講

ずるための基準を超える場合には簡易除染等の必要な措置を講じる必要がある。 

 

（２）検査等の実施主体 

道は、国からの指示に基づき、避難退域時検査及び簡易除染（以下、「検査等」という。）

を実施する。なお、緊急時に多数の要員や資機材を必要とすることから、平時から原子力事

業者や原子力災害医療協力機関の協力を得て、これらの協力の下に要員の確保や資機材の整

備等を行うものとする。 

 

３ 避難退域時検査場所の選定 

避難退域時検査場所は、候補地の中から、被災の状況、避難・一時移転の対象となる区域の

人口、避難経路等を踏まえて選定するものとし、候補地の具体的な位置等は、表１及び図１に

示す。

 

 

 

 



4 
 

 

表１ 避難退域時検査場所候補地一覧 

№ 施設名 所在地 

１ 余市農道離着陸場 余 市 町 

２ 中央水産試験場 余 市 町 

３ 余市河口漁港 余 市 町 

４ 道の駅「スペース・アップルよいち」 余 市 町 

５ 港町ふ頭堺町岸壁荷さばき地 小 樽 市 

６ 小樽塩谷IC 小 樽 市 

７ 勝納埠頭荷さばき地 小 樽 市 

８ 都運動公園 赤 井 川 村 

９ 道の駅「あかいがわ」 赤 井 川 村 

10 赤井川村山村活性化支援センター 赤 井 川 村 

11 キロロリゾート 赤 井 川 村 

12 後志総合振興局 倶 知 安 町 

13 倶知安町中央公園 倶 知 安 町 

14 旧東陵中学校 倶 知 安 町 

15 京極町総合体育館 京 極 町 

16 京極スリーユーパーク 京 極 町 

17 喜茂別町町民公園 喜 茂 別 町 

18 喜茂別町農村環境改善センター 喜 茂 別 町 

19 道の駅「ニセコビュープラザ」・ニセコ町運動公園 ニ セ コ 町 

20 羊蹄山自然公園 真 狩 村 

21 道の駅「２３０ルスツ」 留 寿 都 村 

22 ルスツリゾート 留 寿 都 村 

23 道の駅「らんこしふるさとの丘」 蘭 越 町 

24 旧目名小学校 蘭 越 町 

25 蘭越町田下PA 蘭 越 町 

26 黒松内町白井川PA 黒 松 内 町 

27 道の駅「黒松内」 黒 松 内 町 

28 潮路小学校 寿 都 町 

29 ゆべつのゆ 寿 都 町 
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図１ 避難退域時検査場所候補地位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 検査等の実施体制  

避難退域時検査場所は、国、原子力事業者及び関係機関の協力のもと運営するものとし、交

替要員を含めた要員を確保するなど、迅速に検査を開始できるよう体制を整えるものとする。   

なお、原子力事業者は、備蓄資機材を活用し、５００人程度の要員を避難退域時検査場所へ

動員する。 

 

５ 検査等の要員及び会場レイアウト 

（１）要員の役割と要員数 

要員の役割は表２のとおりとする。 

なお、要員数は別に定めるが、検査会場の特性及び状況に応じて、要員数を増減するな

ど、柔軟な運用も考慮しながら、国、原子力事業者及び関係機関と調整した上で、迅速に検

査等が実施できるよう努めるものとする。 
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表２ 要員の役割（１会場分） 

班区分、要員 役割 

検査責任者及び

検査責任者補佐 

・避難退域時検査場所における業務の全体統括 

・検査責任者へ検査班や誘導班の活動状況等の報告 

・バックグラウンドの測定  

・道災害対策本部等との連絡調整（避難退域時検査及び簡易除染の状況、

バックグラウンドレベルの報告等） 

車 両 指 定 箇 所 

検 査 班 

・車両用ゲート型モニタ及び表面汚染検査用測定器による車両の指定箇所

検査 

車 両 確 認 

検 査 班 
・表面汚染検査用測定器による車両の除染箇所の特定のための確認検査 

車両簡易除染・確

認 検 査 班 

・車両の簡易除染  

・車両簡易除染後における表面汚染検査用測定器による除染効果の確認 

住 民 指 定 箇 所 

検 査 班 
・表面汚染検査用測定器による住民等の指定箇所検査 

住民確認検査班 
・表面汚染検査用測定器による住民等の除染箇所の特定のための確認検査

及び携行物品の検査 

住民簡易除染・確

認 検 査 班 

・住民等及び携行物品の簡易除染並びにその補助(説明・指導等） 

・住民等及び携行物品の簡易除染後における表面汚染検査用測定器による

除染効果の確認 

誘 導 班 ・車両の誘導 ・住民等の誘導 

そ の 他 ・通行証交付 ・安定ヨウ素剤交付 

 

（２）要員の配置及び会場レイアウト 

要員の配置及び会場レイアウトは別に定める。なお、検査会場の特性及び状況に応じて、

要員の配置場所やレイアウトを変更するなど、柔軟な運用も考慮しながら、国、原子力事業

者及び関係機関と調整した上で、迅速に検査等が実施できるよう努めるものとする。 

 

（３）教育及び訓練の実施 

道、原子力事業者及び関係機関等は、検査等の要員が原子力防災に関する基礎的な研修や

機器の取扱いに関する研修を受講できるよう努めるとともに、必要とする専門知識・技術の

習得のための防災訓練等を行う。 

 



7 
 

６ 検査等の資機材 

（１）資機材の準備 

   道、原子力事業者及び関係機関等は、「原子力災害時における避難退域時検査及び簡易除

染マニュアル」の表４「避難退域時検査場所の資機材の例（１会場分）」を参考に、必要な

資機材を整備する。なお、道が整備する検査等に必要な資機材は、表３の場所へ保管する。 

 

表３ 資機材の保管場所一覧 

保管場所 所在地 

米里物流センター 札幌市白石区米里３条３丁目２番１号 

 

（２）資機材の維持管理 

道は測定機器の定期的な校正を行うなど、資機材を利用可能な状態に保つよう維持管理を

行う。 

 

（３）資機材の運搬方法 

   資機材の運搬は、道から公益社団法人北海道トラック協会及び７地区一般社団法人トラッ

ク協会に依頼するものとし、必要により他の防災機関等と調整し、運搬する。 

 

（４）主な資機材 

  検査等で用いる主な資機材を表４に示す。 

 

表４ 避難退域時検査及び簡易除染で用いる主な資機材 

区分 資機材 

車両検査・ 

簡易除染資機材 

ゲート型モニタ、ＧＭ管式サーベイメータ、長机、折りたたみ椅子、電源リ

ール、発電機、ウェットティッシュ、タオル、ブルーシート等 

住民検査・ 

簡易除染資機材 

ＧＭ管式サーベイメータ、養成テープ、ポリ袋、備蓄毛布、ポリ袋、ＡＥＤ、

スポットエアコン、電気ストーブ等 

 

 

 

 

 

 

 



8 
 

７ 会場の運営及び管理に関する事項  

（１）会場設営など 

ア 会場設営 

  避難退域時検査場所の決定後、要員の参集や資機材の運搬を行い、会場設営が迅速に行える

体制を整備する。要員や資機材が不足する場合は、国等へ支援を要請する。公益社団法人北海

道トラック協会及び７地区一般社団法人トラック協会は資機材を表３の保管場所から各避難

退域時検査場所へ運搬し、検査員等の要員は、避難退域時検査場所に到着し、関係者との事前

打合せができ次第、資機材を配置する。 

 

イ 会場運営 

３交代（２４時間）を基本とする。 

 

ウ 物資・消耗品の補給 

物資・消耗品の補給等は、検査責任者もしくは検査責任者補佐が原子力災害合同対策協議

会と調整する。 

 

エ 会場の変更 

避難退域時検査場所において、各会場の検査責任者補佐は、検査等会場で定期的にバック

グラウンドの測定を行うこととし、検査等の実施に支障が生じるバックグラウンド値が検出

された場合は、当該検査等会場の閉鎖や他の検査等会場への要員や資機材の移動等につい

て、原子力災害合同対策協議会と調整するものとする。 

 

オ 会場の撤収 

  原子力災害合同対策協議会と調整し、検査責任者もしくは検査責任者補佐の指示をもって

撤収を行う。 

 

（２）状況報告 

検査責任者若しくは検査責任者補佐は原子力災害合同対策協議会からの指示に従い、検査

等の状況報告を実施する。なお、重篤な放射線障害の恐れがある場合や、会場における事

故・傷病者の発生時には直ちに報告する。 
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泊地域の緊急時対応より抜粋 

 

（３）連絡手段 

     一般通信回線ほか、衛星通信回線や防災行政無線等を活用し、連絡を行うものとする。 

 

（４）避難退域時検査の手順 

ア  以下の手順で、避難退域時検査を行う。（図２参照） 

①乗員の検査の代用として、まず車両の検査を行う。  

②検査の結果が車両や携行物品の除染を講ずるための基準（以下「物品等の除染の基準」と 

いう。）を超える場合には、乗員の代表者（避難行動が同様の行動をとった集団のうちの 

１名）に対して検査を行う。  

③この代表者がＯＩＬ４を超える場合には、乗員の全員に対して検査を行う。  

④携行物品の検査は、これを携行している住民等がＯＩＬ４を超える場合のみ検査を行う。  

 

図２ 避難退域時検査における活動フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  除染を講ずるための基準  

避難退域時検査は、除染を実施すべき基準以下であるか否かを確認する検査であり、除

染を講ずるための基準を超える場合には簡易除染等を行うこととしている。その除染を講

ずるための基準として、住民等にはＯＩＬ４を適用し、車両や携行物品には「物品等の除

染の基準」を適用する。それぞれの基準の値を表５に示す。  
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表５ 除染を講ずるための基準 

ＯＩＬ４ 物品等の汚染の基準 

β線：40,000cpm 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

β線：13,000cpm【１か月後】 

（皮膚から数 cm での検出器の計数率） 

β線：40,000cpm 

(物品等の表面から数cmでの検出器の計数率) 

 

 （５）汚染物の取り扱い  

簡易除染に用いたウェットティッシュや避難退域時検査に従事した要員のゴム手袋や汚

れ防止等のためのガウン等、また、所有者が廃棄に同意した衣類や所持品等は「汚染」と

表記したポリ袋に入れ、封をして一般の廃棄物とは別に保管する。汚染物は原子力事業者

が処理する。 

 

（６）簡易除染後も車両が物品等の除染の基準を超える場合の住民等の代替の移動手段  

当該車両は汚染拡大防止のため一時保管を行い、乗車していた住民等はバス等の代替の移

動手段で避難及び一時移転を行う。 

なお、車両の一時保管が必要となった場合は、原子力事業者の協力の下、保管場所を確保

する。 

 

（７）簡易除染後もＯＩＬ４を超える住民等の原子力災害拠点病院への移送手段  

当該住民等は、追加の除染を行う必要があるため、ＯＩＬ４を超える部位をタオル等で

覆うなどして汚染拡大防止処置を施した上で、原子力災害拠点病院等の機関へ搬送する。 


